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１ はじめに 

 

我が国の少子高齢化と経済情勢、そして第 4 次産

業革命による産業構造の変革が進む中で、高専教育

が担う牽引的役割が今まで以上に高まっている。こ

のような状況の下、“KOSEN（高専）4.0”イニシ

アティブ事業 1)に対する説明が、平成 28 年 9 月 13

日に文部科学省（以下、文科省）にて行われた。こ

の事業は、各高専において新産業を牽引する人材育

成、地域への貢献、そして国際化の加速・推進とい

う 3 つの柱を伸長するための単年度公募型事業で

ある。これは平成 31 年度からの第 4 期中期目標を見

据えた準備のための追加予算支援という側面もあり、

それぞれの部門に関する学校カリキュラム改定や組

織改編等が求められていることを意味する。都城高

専（以下、本校）では、校長指名による教員 8 名で

構成されたワーキンググループを直ちに発足させ、

平成 28 年 10 月 17 日に第 1 回目のグループ会議が行

われた。これらの会議は、文科省に最終計画書を提

出した平成 29 年 2 月 24 日まで計 9 回実施した。途

中、テレビ会議システムを用いて文科省ヒアリング

が開催され、その内容に基づきワーキンググループ
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では最終的な申請事業を二つに絞り、「国際性およ

び社会実装力を育む教育システムの開発（副題：地

域ニーズに基づくアグリエンジニアリング教育を

ベースとして）」を第一優先事業とした。結果的に、

平成 29 年度全国高専 37 件（31 高専）が支援対象

事業として選抜 2)され、平成 29 年 7 月に本校の第

一優先事業も採択の内示を受けた。 

本論は、平成 29 年度“KOSEN（高専）4.0”イ

ニシアティブについて、本校が取り組む内容を紹介

するとともに、現在までの進捗状況について報告す

るものである。次の第 2 章では、グローカル農工学

教育研究センターの設立とその目標を述べ、第 3

章では国際的教育のための遠隔通信の準備状況と

本校学生からのアンケート結果、第 4 章は社会実装

力を育むために主として卒業研究の中で行うアグ

リエンジニアリング教育や地域貢献活動の事例を

報告する。最後に第 5 章にて、現在までに集計でき

た学外者のアンケート結果に基づく分析と総合的

な課題について述べる。 

 

２ グローカル農工学教育研究センターの設立と

その目標値 

 

グローカル農工学教育研究センター（図 1）の構

想は、地域貢献と国際性教育との融合が可能かどう

かのワーキンググループによる検討から始まった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

元々国際的な教育活動として英語授業や研究室単位

での海外研究発表が行われている。ワーキンググル

ープでは更なるグローバル活動に迅速に対応するた

めの何らかの方策を主体性をもって立案すべきとす

る強い意見が挙がり、この点に関して集中的に討議

を行った。討議内容は多岐にわたったが、最終的に

グローバルとローカルを組合せたグローカル農工学

教育研究センターの設立を掲げることになった。当

センターが目指す事柄は、おおよそ次のようにまと

まった。なお、アンダーラインはカギとなる文言を

示している。（以下の文言は、学内に配付されている

“KOSEN（高専）4.0”イニシアティブあるいはグロ

ーカル農工学教育研究センター資料の不足を補うも

のである。） 

 

（１）新規授業カリキュラムが純粋に積算されると

教職員の負荷を増すにすぎず、効率的とはいえ

ない。また専門学科には国家資格受験の制約と

なる授業が多数ある。そこで、これまで各専門

学科独自で行われていた科目の統合を進め、可

能なところからまとめていく。並行して、地元

地域貢献に立脚したデータサイエンス等の新し

い学科横断的な共通科目教育の実施・検討、ア

グリエンジニアリングに関する授業/実験/実習

の実施に向けた環境の整備を目指す。 

（２）アグリエンジニアリング教育は、農業を含む

第一次産業を資本とする地元地域への貢献を狙

ったものである。広範な経験的知識と実験・実

習によってのみ培うセンスだけでなく、社会実

装力の涵養と学生の飛躍的な成長が期待できる

地元産官学組織と連携した共同教育等の実施・

検討を目指す。 

（３）近年、高専入学者の学力が懸念されている。

しかしながら入学者の出口状況は、大手企業へ

の就職内定や中堅大学以上の編入合格であり、

その後の成績は良好である。工業界にとって高

専は魅力的な学校である。一方、少子化問題を

抱える我が国にあって、学校存続のための指標

の一つとして地域からの入学志願者の増加が挙

げられる。そのためには中学生やその家族から

見て特色ある学校として健全に発展することが

必要である。その特長を前面に押し出すものは、

英語能力向上や海外経験であり、それらを包含

した、アジア地域の高等教育機関との国際連携

事業の実施に向けた検討を目指す。 

 

文科省から採択内示を受けてから学内調整を実施

し、本校では平成 29 年 8 月 7 日付でグローカル農工

図 1 都城高専グローカル農工学教育研究 
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学教育研究センター規則が裁定された。当センター

はセンター長（髙木夏樹准教授）、副センター長（松

崎賜教授）を含め、現在 8 名で人員構成され、所轄

事務は教務係と総務係であり、事務処理のすみ分け

が行われている。定量的な目標として、次の三つの

項目の値を掲げている。 

①国際化ならびにアグリエンジアニリング・社会実

装に関する授業科目の整備に向けた学内外共同

教材開発・研究件数 4 件（平成 28 年度）を 16

件（平成 29 年度）とし、4 倍に高める。 

②国際交流活動への学生の参加人数 50 名（平成 26

～28 年度の平均値）を 150 名以上（平成 29 年度）

の 3 倍以上にする。 

③農業/社会実装に関する共同研究の件数 1 件（平

成 28 年度）から 4 件（平成 29 年度）の 4 倍とす

る。 

 

３ 国際的教育のための遠隔通信準備状況 

 

 一般論として、グローバル活動や教育を実践する

際、渡航費用等が課題として絶えず挙げられている。

このことは別報 3)でも触れられている。そこで遠隔

通信を検討することになった。理由は、限りなく通

信機材の初期投資費用だけに抑えられると考えた

ためである。高専機構リエゾンオフィスが設置され

ているモンゴルとタイで、通話ソフト（マイクロソ

フト社スカイプ Skype）を用いた遠隔通信の準備を

進めており、現在まで、モンゴル科学技術大学、モ

ンゴル工業技術大学、そしてタイのキングモンクッ

ト工科大学トンブリー校の協力を得て、計 9 回の通

信テストを行った。図 2 は本校とタイとの遠隔通信

の様子を示したものである。相手国の通信会場への

事前許可を得て、通信環境などの状況を事前情報 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

に入手することで円滑に実施できるようにした。し

かしながら、実際には多くの課題が浮かび上がった。

二国間同時開催には入念な準備と、両者の会場に司

会となる者が必須であり、且つすべての学生側への

十分な説明と実践的練習が求められることがわかっ

てきた。 

なお、通信テストを兼ねて遠隔交流を実施した際

に双方の学生にアンケートを依頼した。本論では、

遠隔通信に参加した本校学生 98名から得られたアン

ケートの設問 5つとそれらの結果について述べる（図

3 から図 7）。なお、第 2 章で記述した国際交流活動

へ参加する学生の目標数は 150 名である。この 98 名

は目標数の約 65%に相当する。 

 

①遠隔交流を行ってどう思いましたか？（1 大変良か

った、2 良かった、3 どちらともいえない、4 あまり

良くなかった、5 良くなかった） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②海外交流（研修）等に興味を持ちましたか？（1 強

く興味を持った、2 興味をもった、3 どちらともいえ

ない、4 あまり興味を持たなかった、5 全く興味を持

たなかった） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 本校とタイ王国にある山間地域の施設

を結んでの遠隔通信（紙面奥のスクリーンが

タイ側） 

 

図 3 「遠隔交流を行ってどう思いましたか？」

の問いに対する回答 

図 4 「海外交流（研修）等に興味を持ちました

か？」の問いに対する回答 
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③英語で言いたいことを相手に伝えることができ

ましたか？（1 上手く伝えられた、2 ある程度伝え

られた、3 どちらともいえない、4 あまり伝えられ

なかった、5 全く伝えられなかった） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④英語能力を高めたいと思いましたか？（1 強く思

った、2 思った、3 どちらともいえない、4 あまり

思わなかった、5 全く思わなかった） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤機会があれば、もう一度この遠隔活動に参加した

いと思いますか？（1 はい、2 いいえ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

以上の結果より、遠隔通信の準備段階であったに

も関わらず、学生から遠隔通信による海外交流に対 

して肯定的な回答が得られた。また④の問いに関す

る回答（図 6）のように、海外との遠隔通信の経験が、

語学能力を高めたいとする動機付けになっていた。

そして⑤の結果（図 7）からは、再度遠隔通信の活動

に参加したいといった、グローバル活動への高い興

味への推移と考えられる回答も得られた。これは反

復練習に基づく訓練によって能力向上が可能である

という潜在的意識が学生達の中に存在することを意

味していると思われる。 

 

４ 社会実装力を育むためのアグリエンジニアリン

グ教育や地域貢献活動の事例 

 

 ここで社会実装力の定義について触れたい。文科

省 大学間連携共同教育推進事業「KOSEN 発“イノ

ベーティブ・ジャパン”プロジェクト」4)によれば、

対象は学生であり、市民や異なる分野の専門家から

生まれる「生きている情報」を工学上の言葉や具体

的な技術に変換することができる高度なコミュニケ

ーション力である。また、社会の複雑な要求に基づ

きながら改善や改良に取り組む主体性と創造性であ

る。そしてその能力は大手予備校の PROG（プログ）

試験 5)によって評価できる。本校も今年度 40 名の

PROG 試験を 2 回行い、効果の実証を確認する計画

である。 

 社会実装力を育むために最も取り組みやすい授業

が、卒業研究や特別研究であった。図 8 は地元地域

貢献を社会実装教育に展開した事例を示すものであ

り、地元新聞に掲載された記事 6)である。また宮崎

県西米良村役場の協力で、農産物の収穫と加工に関

する社会実装教育の検討を今夏（平成 29 年 9 月 12

日訪問）から開始した（図 9）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 8 地元地域貢献に対する社会実装教育 

事例を報じる新聞記事 

 

図 5 「英語で言いたいことを相手に伝えること

ができましたか？」の問いに対する回答 

図 6 「英語能力を高めたいと思いましたか？」

の問いに対する回答 

図 7 「機会があれば、もう一度この遠隔活動に

参加したいと思いますか？」の問いに対する回答 
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５ 学外者アンケート集計結果 

 

次に平成 29年 8月 11日に行われた本校オープン

キャンパスにて中学生向けアンケートを実施した。

最終的に 198 名からの回答を得た。各設問と回答結

果を図 10 から図 13 に示す。なお、オープンキャン

パスでのアンケートでは、“KOSEN（高専）4.0”

イニシアティブあるいはグローカル農工学教育研

究センターに関する十分な説明がなされておらず、

図 1 のイラストを眺めただけの回答である。 

以上の結果より、グローカル農工学教育研究セン

ター等に関する説明がなされていないにも関わら

ず、高専教育に対する肯定的な回答が得られた。こ

れはオープンキャンパスで来場する中学生が高専

に対する高い興味があるためであろう。特徴的であ

ったのは、図 11 の海外留学や図 13 のグローバル活

動への関心の高さである。中学生にとって、語学能 

 

 

①都城高専が新しく変化し始めることをどう思い

ますか？（1 無回答、2 大変良い、3 良い、4 どちら

ともいえない、5 あまり良くない、6 良くない） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②海外への留学や国際活動を経験してみたいです

か？（1 無回答、2 はい、3 いいえ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③将来、働きたい地域はどこか？（1 無回答、2 地元

地域、3 九州圏内、4 国内、5 海外） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④もしも高専に入学できたら、次のどれに力を注ぎ

たいか？（1 地域貢献、2 グローバルな活動、3 基礎

的実力の向上、4 その他） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

力向上の達成や海外渡航を実現してくれる学校ほど

魅力的であり、それを積極的にチャレンジさせても

図 9 農作物の収穫と加工に関する社会実装教

育のための情報収集（西米良村の訪問） 

 

図 10 「都城高専が新しく変化し始めることをど

う思いますか？」の問いに対する回答 

図 11 「海外への留学や国際活動を経験してみた

いですか？」の問いに対する回答 

図 12 「将来、働きたい地域はどこか？」の問い

に対する回答 

図 13 「もしも高専に入学できたら、次のどれに

力を注ぎたいか？」の問いに対する回答 

1 2 3 4 5 6

0.5%(1)

54%
36.5%

0%(5と6)

9%

 

1 2 3

0.5%

62%

32.5%

 

1 2 3 4 5

1%

21%

57%

12% 9%

 

1 2 3 4

47%

40%

3%

10%

 

都城高専グローカル農工学教育研究センター
第 52号 における社会実装力と国際性を高める教育への試み －85－



 

らうことを学校に望んでいる姿が俯瞰できた。一方、

中学生の進路に大きな影響を与えるのが保護者の

意向であろう。保護者へのアンケート分析は今後の

課題としたい。 

 

６ おわりに 

 

今後の地域ニーズに基づく課題（農業等）の解決

および地域貢献のため、国際性および社会実装力を

身に付けた創造性豊かな高度エンジニアの育成を

可能にする教育システムの開発を図ることを目的

として、第 4 期中期目標への展開を認識しつつ、都

城高専にてグローカル農工学教育研究センターが

設立された。当センターには、高専 4.0 イニシアテ

ィブの成果目標の達成だけに限らず、センター自身

の点検、評価を繰り返し実施し、一過性でない持続

的発展を視座とした取り組みが求められる。今後は

外部評価の委員会や学外識者によるマネジメント

評価システムの構築が課題として残されている。 

時期を同じくして、平成 29 年 2 月に都城市、平

成 29年 3月に三股町との包括的連携協定を締結し、

地域貢献を主目的とするグローカル農工学教育研

究センター活動の追い風となった。ゆくゆくは入学

志願者や地元就職率の上昇と大型競争的資金（科学

研究費補助金）等の採択件数の増加につながるよう、

関係者との連携を密にしていきたい。 
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